
県民の命を守る応急給水活動に必要となる資機材等の整備支援制度創設の

検討状況について

資料‐３

○制度創設を検討する背景

・高知県は、国が令和元年６月に公表した「南海トラフ巨大地震の被害想定」において、被災後の断

水率は９９％、被災１ヶ月後の断水率も５３％と、全国でも突出して厳しい結果が示されている。（P2:

南海トラフ地震の被害想定）

・災害救助法が適用された場合の給水の義務は、県知事又は市町村長となる。（P3:災害救助法の概要）

・水道事業体においては、財源確保が問題となり、これらの課題に十分に取り組めない。

○これまでの取組結果

・令和２年度当初予算・補正予算：財政部局へ要望を実施：ゼロ査定

・令和３年度国予算：国へ政策提言を実施：水道BCP策定に係る費用１/３補助

・令和３年度当初予算・補正予算：財政部局へ要望を実施：ゼロ査定

・令和４年度国予算：国へ政策提言を実施中

○今後の取組予定

・令和４年度当初予算：財政部局へ要望中（P6:飲料水応急対策推進補助金（案））

※市町村への要望額調査実施済み

・水道BCPの策定の推進

○財政当局から当該支援の必要性の説明にあたり県全体又は圏域毎の下記のデータ提出

を求められていることから、各事業体における水道BCPの策定が急がれる

・水道管、配水池（周辺道路状況含む）、浄水場等の復旧スケジュール及び必要な費用

・タイムライン毎に必要な水の量、資機材の試算

・他県からの応援や市町村連携についての整理等

【南海トラフ地震対策行動計画】

・「応急給水活動に必要となる資機材（タンク等）の整備支援として、資機材整備補助制度の

構築」を位置付けている。（P４:南トラ行動計画における位置付け）

・地震発生から概ね３日以内のペットボトル水等の備蓄は、概ね取組が完了。（P5:備蓄の考え

方等）

・地震発生から概ね４日以降の取組については、水道の応急対策で対応することとしている

が、現時点で水道BCPを策定している市町村は２市と、南海トラフ地震発生時における県

民の命を守る水の確保に関する体制は十分ではない。このため南海トラフ発生から概ね４

日以降に県民が命の水を享受できず、多くの県民の生命を脅かされる恐れがある。
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１．災害救助法とは何か ①沿革、法制上の位置づけ
１．沿 革
○ 災害救助に係る法律としては、明治３２年制定の「罹災救助基金法」があったが、同法は、
① 基金に関する法律で、救助活動全般にわたる規定が設けられていなかったこと
② 支給基準が地方ごとで異なり、地域格差があったことに加え、終戦後の物価高騰で基金のみでは財源が
不足すること
等の問題があり、昭和２１年の南海地震を契機に、これに代わるものとして、昭和２２年に「災害救助法」が
制定された。

○ 昭和２８年及び３４年の法令改正で、救助項目の追加が行われた。
○ 昭和３４年の伊勢湾台風等を契機として、災害対策の総合性・計画性を確保するとともに、広域的な大規模
災害に対応する体制を整備するために、昭和３６年に「災害対策基本法」が制定され、災害救助法の一部が
災害対策基本法に移管された。
○ 平成１１年の地方分権一括法の制定により、災害救助法は従前の「機関委任事務」から「法定受託事務」
となった。
○ 平成２３年の東日本大震災を受けて、「災害対策基本法」をベースに防災、発災後の応急期対策、復旧・復
興を一元的にカバーする内閣府へ「災害救助法」を移管することで発災後のより迅速な対応を行うため、平成
２５年１０月に同法は内閣府に移管された。
〇 平成２３年の東日本大震災、平成２８年熊本地震を教訓に、内閣総理大臣の指定する救助実施市の長に
よる救助の実施が可能となる法改正を行った。
○ 令和元年台風第１５号を契機として、住宅の応急修理の制度を一部損壊（損害割合10％以上20％未満）まで
に拡充を図る。

１

＜参考＞ －災害救助項目追加の変遷－
法制定時［昭和２２年］
○収容施設の供与 ○炊出しその他による食品の給与 ○被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
○医療及び助産 ○生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 ○学用品の給与 ○埋葬
昭和２８年法改正
○飲料水の供給 ○被災者の救出 ○住宅の応急修理 を追加 ○収容施設に応急仮設住宅を含むことの明文化
昭和３４年政令改正
○死体の捜索及び処理 ○障害物の除去 を追加

R2災害救助法の概要（内閣府政策統括官・防災担当）

２

２．災害対策法制上の位置づけ

○ 我が国の災害対策法制は、災害の予防、発災後の応急期の対応及び災害からの復旧・復興の各
ステージを網羅的にカバーする 「災害対策基本法」を中心に、各ステージにおいて、災害類型に応
じて各々の個別法によって対応する仕組みとなっており、「災害救助法」は、発災後の応急期におけ
る応急救助に対応する主要な法律である。

災 害 対 策 基 本 法

災害予防
復旧・復興

（被災者生活再建支援法、
災害弔慰金法など）

応急救助
（災害救助法）

災
害

市町村（基礎自治体） 都道府県

救助法を
適用しない場合

救助の実施主体
（基本法５条）

救助の後方支援、総合調整
（基本法４条）

救助法
を適用
した場

合

救助の実
施

都道府県の補助
（法１３条２項）

救助の実施主体（法２条）

（救助実施の区域を除く（法２条の２））

事務委任 事務委任を受けた救助の実施主体
（法１３条１項）

救助事務の一部を市町村に委任可
（法１３条１項）

費用負担 費用負担なし
（法２１条）

掛かった費用の最大100分の50
（残りは国が負担）（法21条）

３．災害救助法の適用でどう変わる？
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４
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Ｗ
Ｇ
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本
支
援
制
度
（
案
）
の
南
海
トラ
フ地
震
対
策
行
動
計
画
に
お
け
る
位
置
付
け

１
．
取
り組
み
内
容
（
計
画
期
間
の
目
標
）
：

応
急
給
水
活
動
に
必
要
とな
る
資
機
材
（
タン
ク等
）
の
整
備
支
援

（
資
機
材
整
備
補
助
制
度
の
構
築
）

２
．
目
標
：

整
備
完
了
　全
市
町
村

３
．
計
画
の
重
点
課
題
：

○
早
期
復
旧
に
向
け
た
取
組
の
強
化

ライ
フラ
イン
の
早
期
復
旧
が
位
置
付
け
られ
て
い
る
。

【水
道
】

◇
水
道
施
設
の
防
災
対
策
を推
進
させ
る
水
道
ビジ
ョン
の
策
定

◇
応
急
給
水
活
動
体
制
の
再
検
討

◇
配
水
池
の
耐
震
化

○
応
急
活
動
の
実
行
性
を高
め
る
た
め
の
受
援
体
制
の
強
化

【物
資
・イ
ンフ
ラ】

〈県
〉応
急
救
急
水
活
動
調
整
マニ
ュア
ル
　な
ど

〈市
町
村
〉応
急
給
水
計
画

４
．
ライ
フラ
イン
対
策

　県
の
具
体
的
取
組
の
概
要

・個
別
支
援
を通
じて
応
急
給
水
計
画
策
定
を支
援
しま
す
。

５
．
その
他

地
震
発
生
か
ら概
ね
３
日
以
内
に
対
して
は
、「
県
民
へ
の
情
報
提
供
、啓
発
の
促
進
」や
「避
難
者
等
の
た
め
の
飲
料
水
等
の
備
蓄
の
推
進
」に
つ
い
て
も
、

位
置
付
け
られ
て
い
る
。

しか
し、
それ
(地
震
発
生
か
ら概
ね
３
日
以
内
）
以
降
に
対
して
は
、「
ライ
フラ
イン
対
策
」の
み
で
対
応
。

南
海
ト
ラ
フ
地
震
対
策
行
動
計
画
と
は
、
「
実
施
す
べ
き
具
体
的
な
取
組

を
と
り
ま
と
め
た
南
海
ト
ラ
フ
地
震
対
策
の
ト
ー
タ
ル
プ
ラ
ン
」

20
20
年
３
月
に
改
定
さ
れ
て
お
り
、
知
事
挨
拶
文
と
し
て
、
以
下
の
表
現
が
追
加
さ

れ
た
。

20
20

 年
３
月
改
定
に
あ
た
っ
て
は
、
第
４
期
行
動
計
画
に
お
い
て
特
に
積
極
的
に
取

組
を
進
め
て
い
る

10
の
重
点
課
題
に
、
新
た
に
「
応
急
活
動
の
実
効
性
を
高
め
る
た

め
の
受
援
態
勢
の
強
化
」
を
追
加
し
ま
す
。
県
で
は
、
外
部
か
ら
の
応
援
の
受
入
れ

に
つ
い
て
、
要
配
慮
者
を
支
援
す
る
た
め
の
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
の
受
入
手
順
や

応
急
給
水
活
動
の
調
整
手
順
な
ど
、
今
後
、
計
画
等
の
策
定
が
必
要
な
分
野
が
残
さ

れ
て
い
る
ほ
か
、
市
町
村
に
お
い
て
も
、
応
急
救
助
機
関
の
受
入
れ
や
活
動
調
整
の

仕
組
み
、
物
資
配
送
の
た
め
の
計
画
な
ど
を
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
が
少
な
い
こ
と
か

ら
、
計
画
の
策
定
や
既
存
計
画
の
検
証
・
見
直
し
と
い
っ
た
取
組
を
強
化
し
て
ま
い

り
ま
す
。
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（
仮

称
）

飲
料

水
応

急
対

策
推

進
補

助
金

（
案

）
薬

務
衛

生
課

 

中
央

防
災

会
議

が
発

表
し

た
南

海
ト

ラ
フ

地
震

被
害

想
定

で
、

本
県

は
発

災
直

後
の

断
水

率
9
9
%

（
全

国
平

均
3
2
%

）
、

１
ヶ

月
後

の
断

水
率

5
3
%

（
全

国
平

均
４

%
）

で
ワ

ー
ス

ト
１

（
ワ

ー
ス

ト
２

の
徳

島
県

は
１

ヶ
月

後
の

断
水

率
3
1
%

）
水

道
施

設
の

耐
震

化
は

喫
緊

の
課

題
で

は
あ

る
が

、
人

口
減

少
や

節
水

機
器

の
普

及
な

ど
の

理
由

か
ら

料
金

収
入

が
減

少
し

て
い

る
た

め
、

老
朽

管
の

更
新

で
す

ら
進

ん
で

い
な

い
。

第
４

期
南

海
ト

ラ
フ

地
震

対
策

行
動

計
画

に
お

い
て

、
市

町
村

の
応

急
給

水
計

画
等

の
取

組
推

進
を

重
要

課
題

⑪
に

追
加

し
、

資
機

材
等

の
補

助
制

度
創

設
検

討
を

具
体

的
取

組
と

し
て

位
置

付
け

ら
れ

て
い

る
。

さ
ら

に
、

感
染

症
対

策
と

し
て

も
、

同
様

の
取

組
の

必
要

性
が

位
置

付
け

ら
れ

て
い

る
。

水
道

B
C

P
策

定
率

が
低

い
要

因
の

一
つ

と
し

て
、

B
C
P
に

位
置

づ
け

る
事

前
対

策
の

費
用

を
賄

う
こ

と
が

困
難

で
あ
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こ

と
が

あ
げ

ら
れ

て
い

る
。

（
公

社
）

日
本

水
道

協
会

に
よ

る
相

互
応

援
ル

ー
ル

に
よ

る
、
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海

ト
ラ
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地
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規

模
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害

時
に

は
他

県
か

ら
の

給
水

車
の

不
足

が
見

込
ま

れ
る

。
 

 
※

中
国

・
四

国
地

方
：

給
水

車
運

搬
量

／
応

急
給

水
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水

量
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：
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2
9
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)地
震
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緊

急
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対
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特
別

調
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委
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会
応
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体

制
 

 
 

 
 

 
 

検
討

小
委

員
会

報
告

書

現
状
と
課
題

南
海

ト
ラ

フ
地

震
な

ど
の

大
規

模
災

害
時

に
お

け
る

飲
料

水
確

保
の

一
つ

の
手

段
で

あ
る

応
急

給
水

の
事

前
対

策
を

推
進

す
る

た
め

の
取

組
に

対
し

て
補

助
金

を
交

付
す

る
。

 
○

対
象

団
体

：
市

町
村

（
一

般
会

計
）

※
資

産
と

し
て

は
一

般
会

計
の

所
有

と
す

る
が

、
実

務
的

に
は

水
道

事
業

者
が

主
体

と
な

っ
て

行
う

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。
   

○
補

助
率

 
：

補
助

対
象

経
費

の
１

／
２

（
た

だ
し

、
対

象
経

費
の

総
額

が
単

年
度

あ
た

り
5
0
0
千

円
以

上
と

す
る

。
）

   
○

補
助

対
象

経
費

（
た

だ
し

、
国

庫
補

助
事

業
等

の
対

象
と

な
る

も
の

は
対

象
外

と
す

る
。

）
・

県
が

認
め

た
水

道
（

飲
料

水
確

保
）

B
C
P
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
以

下
の

経
費

(1
)給

水
車

や
給

水
用

資
機

材
（

仮
設

給
水

栓
、

ポ
リ

タ
ン

ク
、

自
家

発
電

装
置

、
可

搬
式

ポ
ン

プ
設

備
な

ど
）

の
購

入
費

(2
)資

機
材

を
保

管
す

る
建

屋
の

建
設

費
、

調
査

費
、

用
地

費
、

補
償

費
(3

)耐
震

性
貯

水
槽

な
ど

の
整

備
費

(4
)そ

の
他

、
応

急
対

策
に

必
要

な
経

費

 

制
度
の
ス
キ
ー
ム

大
規

模
災

害
が

発
生

し
、

災
害

救
助

法
が

適
用

さ
れ

た
場

合
、

飲
料

水
 の

供
給

は
都

道
府

県
知

事
又

は
内

閣
総

理
大

臣
が

指
定

し
た

救
助

実
施

市
の

長
の

義
務

（
第

二
条

、
第

二
条

の
二

）
■

災
害

対
策

基
本

法
に

お
け

る
責

務
は

、
県

が
「

防
災

に
関

す
る

計
画

を
自

ら
実

  
施

す
る

の
み

な
ら

ず
、

市
町

村
等

の
事

務
又

は
業

務
の

実
施

を
助

け
る

こ
と

や
  

そ
の

総
合

調
整

」
、

市
町

村
が

「
防

災
に

関
す

る
計

画
を

作
成

し
、

及
び

法
令

  
に

基
づ

き
こ

れ
を

実
施

」
と

な
っ

て
い

る
。

配
水

管
が

破
損

し
て

も
、

配
水

池
に

貯
留

し
た

水
を

医
療

機
関

（
特

に
透

析
患

者
：

県
内

に
2
,6

3
0
人

)、
避

難
所

等
に

給
水

が
必

要
。

災
害

が
発

生
し

た
場

合
に

、
円

滑
に

応
急

給
水

活
動

を
行

え
る

よ
う

、
事

前
に

資
機

材
の

準
備

や
応

援
体

制
が

必
要

。
 （

資
機

材
は

市
場

の
数

が
限

ら
れ

、
発

災
後

の
確

保
は

困
難

）
町

村
長

会
か

ら
応

急
給

水
活

動
及

び
 

応
急

復
旧

活
動

が
実

施
で

き
る

よ
う

 
国

や
県

の
財

政
支

援
の

要
望

あ
り

。
■

高
知

県
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
推

進
委

員
会

の
 

総
意

と
し

て
、

制
度

創
設

の
要

望
あ

り
。

応
急
対
策
の
必
要
性
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